


ソウルの低所得層住居地域（90年代） 

（出所）キム・グヮンジュン他『ソウル市住宅改良再開発沿革研究』ソウル市政開発研究院、1996年。 



1950～53年 朝鮮戦争 
 
1961年 朴正煕クーデタ 
 
1963～79年 朴正煕大統領 
（朴槿恵氏の父親） 
 
1980年5月18日～27日 光州事件 
 
1987年 民主化運動 
 
 







1990年代までの強制撤去 

1970～80年代 
貧民運動（反撤去運動） 
 アリンスキー理論によるCO（住民組織化） 

1990年代 
地域共同体の建設へ 



錦湖・杏堂・下往企画団の場合 

生産協同組合、生活協同組合、信用
協同組合などを運営。 

住民らが参加、運営、発言権。 
（ボランティアなどではなく、住民が主
体そのもの） 

移転後のまちづくりも構想していた。 



「地域共同体」の活性化に向けて 

１９９６ 自活支援のモデル事業開始 
 ⇒ 政府、自治体との対立から転換点 
 
２０００ 国民基礎生活保障法施行 
 ⇒ 制度化 
   しかし、それゆえに、活動が制限 
 
２００７ 社会的企業育成法 
 ⇒ 人件費補助、 
   経営の持続性（企業との連携） 
 
２０１２ 協同組合基本法 
 ⇒ 法人格を得る 
 
 
現在、社会的経済基本法が議論される 



社会的企業とは 
 
 
市場で財・サービスを販売し収益を得ると同時に、 
 
雇用、福祉、環境などの社会的なミッション 
 
を持つ事業者。 



希望ナルミ 
 
 
自活企業でもあり、社会的企業でもあり、社会的協同組合でもある 















韓国の主な「社会的経済」 

社会的企業（社会的企業育成法） 
 人件費の補助 

社会的協同組合（協同組合基本法） 
 法人格 

マウル企業、マイクロクレジット、 
中間支援組織 

社
会
的
経
済
 

自活企業（国民基礎生活保障制度） 



韓国の主な「就労支援」 

国民基礎生活保障制度 

条件付受給者 条件なし（再活事業を含む） 

自活支援事業への参加が義務 

雇用労働部所管のプログラム 

自活勤労事業、自活企業など 

保健福祉部所管のプログラム 
（自活支援機関が運営） 



韓国の貧困率 

 （出所）「第１次 基礎生活保障総合計画（2018～2020）」 



基礎生活保障 受給者現況 受給者数（千名） 受給率（％） 

 
  （出所）保健福祉部（内部行政資料）。 
       韓国政府ホームページ（http://www.index.go.kr/main.do） 

受給率 受給者数 



基礎自治体（区） 
 

●希望福祉支援団が複合
的課題を抱える場合のケー
スマネジメントを行う 
 
●区 地域社会保障協議体 

 
 

洞 
 

●「訪ねていく洞住民センター」 
もしくは「邑面洞の福祉ハブ化」 
 
●洞 地域社会保障協議体 
 
●福祉委員 

 

 
統・班 

 
●統・班は、洞の下部組織
（地方自治法第4条の2第5
項） 
 

●統班長が、訪問、アウト
リーチ等に協力 

 
 

ジョブセンタープラス 

個人情報 


